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静岡県地域公共交通活性化協議会事務局

静岡県地域公共交通の現状分析

【第2回静岡県地域公共交通活性化協議会】
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出典：数字で見る中部の運輸（国土交通省中部運輸局）、県調査 7

２　地域公共交通の直面する現状　公共交通全体

R2実績は、コロナ禍の影響もあり
乗合バス　　S50時の18%
タクシー等　S50時の19％
地方鉄道　　S50時の48％

乗合バスの利用者数は、
H15にかけて顕著に減少

約5年刻み ←

H15以降は全体として緩やかな減少

出典：数字で見る中部の運輸（国土交通省中部運輸局） 8

２　地域公共交通の直面する現状 乗合バス
県内乗合バス利用者数の近年の動向は、概ね横ばいだったが、R2年度は大きく減少。
利用者数が減少しても、営業費用はほぼ一定であり、営業収支は赤字が続いている。

R2利用者数
R1比 70.3%



出典：数字で見る中部の運輸（国土交通省中部運輸局） 9

２　地域公共交通の直面する現状　タクシー
県内タクシー利用者数の近年の動向は、タクシー運転者数と共に減少傾向。
ただしR2年度は運転者数減を大きく下回る形で、利用者数が減少。

R2利用者数
R1比   43.5％
H15比 32.8％
S50比 19.0％

出典：数字で見る中部の運輸（国土交通省中部運輸局） 10

２　地域公共交通の直面する現状　地方鉄道
県内地方鉄道利用者数の近年の動向は、横ばいに近い。 R2利用者数新型コロ

ナの影響で軒並み減少
R1比平均 70.7%



出典：数字で見る中部の運輸（国土交通省中部運輸局）、県資料 11

２　地域公共交通の直面する現状　地方鉄道
県内７地方鉄道合計で利用者数と営業損益を比較すると、令和2年度に利用者数及び
営業収入が大きく減少したが、営業費用はほとんど減少せず、大幅な営業損失が発生。
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２　地域公共交通の直面する現状 第二種免許保有者(全国)

第二種免許保有者は20年前と比較し、高齢化が進展し、全体数は約３割の減少。
特に大型第二種免許保有者の若年層の減少が目立つ。
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出典：運転免許統計（警察庁）

減少割合が大きい
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２ 地域公共交通の直面する現状 運転者平均年齢(全国)
直近の平均年齢は、タクシー運転者が60歳、バス運転者が51歳。

タクシー運転者は
特に高齢化が際立つ

バス運転者

全産業の平均

定年などに係る調査結果
（路線バス運転者）
Ａ社
定年60歳、再雇用制度あり、
69歳まで就業可能
Ｂ社
定年65歳（グループ全体）
（タクシー運転者）
事業者により、定年の有無、
定年が有る場合も、定年時の
年齢は異なっていた。

14

２ 地域公共交通の直面する現状 運転者求人倍率(全国)

出典：国土交通省資料
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３　公共交通への意識　県民アンケート結果(抜粋)

県民アンケートの実施
区分 期間 対象 回答数 

県政インターネット
モニターアンケート 

９月21日
～10月４日 

県内に在住又は通勤・通学し
ている満15歳以上（公募） 

564 

県民インターネット
アンケート 

９月22日
～10月31日 

県LINE公式アカウント友達登
録者（交通・まちづくりに関
心がある方） 

366 

県職員アンケート 
10月５日
～10月31日 

県職員（庁内LANにて回答依
頼） 

858 

　　 計 1,778

１　週に5日

以上 10.0%

２　週に3～4

日程度 4.3%

３　週に1～2

日程度 4.3%

４　月に数日

程度 19.6%

５　ほとんど

利用しない

（年に数日程

度以下） 

61.8%
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３　公共交通への意識　県民アンケート結果(抜粋)
【代表的回答結果の抜粋】
　問４　公共交通機関をどのくらいの頻度で利用しますか？

主な目的：通勤

通勤

買い物

旅行・趣味等、
買い物、

ｎ＝575 人 ％

１　そもそも公共交通機関を利用しようとは思わない 72 12.5%

２　公共交通機関がどこを走っているかもよく分からない
ため 10 1.7%

３　徒歩圏内の移動しかしないため 19 3.3%

４　家族等に送迎してもらえるため 31 5.4%

５　公共交通機関へのアクセス又は公共交通機関を降りて
から目的地までの移動が困難であり、個別交通（マイカー、
バイク、自転車等）を利用しているため

200 34.8%

６　公共交通機関へのアクセス及び公共交通機関を降りて
から目的地までの移動は容易だが、個別交通（マイカー、
バイク、自転車等）を利用した方が便利なため

152 26.4%

７　その他 91 15.8%

※県政モニターアンケートとインターネットアンケートで集計
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３　公共交通への意識　県民アンケート結果(抜粋)

普段利用しな
い人を含め、
43％が不満に
思っている。

【代表的回答結果の抜粋】
問５ お住まいの地域の公共交通機関
     のサービス内容について、どう
     思いますか？　
　　　　　

※サービス内容とは路線、ダイヤ、便数、運賃及びこれらの情報提供等を指します。

18

 ４　地域公共交通の現状分析（まとめ）

・公共交通利用者数の減少
・交通事業者の収支悪化
・公共交通を担う運転手不足の深刻化
・公共交通を利用する意識の低迷

すでに、公共交通は、サービス確保が
困難となる危機に直面

コロナ禍で
顕在化



５　地域公共交通を取り巻く状況　人口動態

19

2005年（H17年）をピークに県人口は減少が続き、通勤通学の主要な利用者である生
産年齢人口（15～64歳）も年々減少、高齢化率は2055年に40％近くとなる見込み。

５ 地域公共交通を取り巻く状況　県内市町別高齢化率
県全域で高齢化(65歳以上)が進むが、特に伊豆地域や北部山間部が顕著。

＜平成24年＞県全体23.8％

＜令和４年＞県全体30.2％

出典：高齢者福祉行政の基礎調査（県健康福祉部）20



出典：交通年鑑令和２年版（静岡県警察） 21

５　地域公共交通を取り巻く状況　運転免許返納者数
年々増加傾向にあり、直近では年2万人近い人が自主返納。
自主返納者の大半は高齢者であり、令和2年度では約97％を占めている。

95.9% 95.9% 94.8%

94.8%
95.2%

96.2% 97.4%

96.9% 96.5%

自主返納者のうち
高齢者が占める割合

５　地域公共交通を取り巻く状況　運転免許保有率

22出典：運転免許統計R3（警察庁）、交通年鑑R2（静岡県警察）、国勢調査2020、人口統計R3（総務省統計局）

直近の運転免許保有率は、全国平均と比較し全世代で高く、特に若年層の免許保有
率は大幅に高い。本県では、運転免許保有が必要な住環境のためと推測される。

全世代平均(16歳以上）
静岡県　　80.4％
全国平均　73.4％

免許保有
者数（人）



５　地域公共交通を取り巻く状況 運転業務従事者労働時間

出典：国土交通省資料 23

上段：
年間労働時間
（下段）：
週間労働時間
(52で除した)

(50) (48) (48) (45) (41)

全職業平均との差（年間）
全職業平均との差（％）

５　地域公共交通を取り巻く状況 運転業務従事者年間賃金

24



５　地域公共交通を取り巻く状況 県内交通分担率

25出典：国勢調査2020

通勤・通学における交通分担率は、全国平均に比較して、自動車依存が高く、鉄
道・バスの公共交通の利用が低い。

自動車依存が大きい

※利用交通手段については、1人で複数
　回答可能であったが、内訳不明なため
　回答延数で集計

５　地域公共交通を取り巻く状況　地域別交通分担率

26出典：国勢調査2020

地域分科会別の通勤・通学における交通分担率を見ると、自動車割合が低いのは中
部地域で、その分自転車の利用が多い特徴が見られる。

※重複を避けるため、沼津市、三島市は東部地域にのみ計上。



５　地域公共交通を取り巻く状況 全国自家用車分担率

出典：国勢調査2010（総務省統計局資料）

通勤・通学における交通分担率は、全国平均に比較して、自動車依存が高く、鉄
道・バスの公共交通の利用が低い。

自動車依存が大きい

自家用車利用の多い方から29番目

東京・大阪の周辺府県では、通勤・通学での自家用車利用者が少ない。
全国平均46.5％、平均以下は8都府県のみ
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５　地域公共交通を取り巻く状況 全国鉄道電車分担率

出典：国勢調査2010（総務省統計局資料）

自動車依存が大きい

鉄道利用の多い方から22番目

東京・大阪の周辺府県では、
自家用車の利用者が少ない。東京・大阪の周辺府県では、通勤・通学での鉄道利用者が多い。

全国平均16.1％。平均以上は8都府県。（自家用車利用が平均以下のものと一致）

28
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５　地域公共交通を取り巻く状況　外国人旅行客数
外国人旅行客数は、政府のインバウンド推進策を背景に、平成21年から令和元年の
10年間で約6～7倍に増加。令和２年はコロナ禍の外国人入国禁止措置の影響で激減。

入国禁止措置の影響

6～7倍
に増加

５　地域公共交通を取り巻く状況　観光交流客数

30

本県の観光交流客数は、東日本大震災の影響により一時的に減少した2011（H23）年
度などがあるものの全体的に増加傾向であった。2020（R2）年度は新型コロナウイ
ルス感染症拡大に伴う人流抑制などの影響により大きく減少。

宿泊客数を地区別でみると、伊豆
地区が県全体の約6 割を占めてい
る。
2011年度まで減少傾向であったが、
外国人宿泊客数の増加に伴い2011
年度以降は増加基調にあった。

東日本大震災
コロナ禍
人流抑制



５　地域公共交通を取り巻く状況　旅行客の交通手段

31

H21年度時点で自家用車の利用が7割超と
多数を占めていたが、さらにここ10年で
自家用車割合が増加。

出典：観光の流動実態と満足度調査（静岡県文化・観光部）　

自家用車に
シフト

５　地域公共交通を取り巻く状況　旅行客の利用手段

32

地域別に比較すると、どの地域も自家用車利用の比率が一番高いものの、
伊豆、中部における公共交通機関の利用比率は、富士、西部と比較し、若干高い。

出典：観光の流動実態と満足度調査（静岡県文化・観光部）　

※本協議会分科会と構成市町が若干異なる。
　沼津市、三島市、清水町は伊豆に含まれている。
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５　地域公共交通を取り巻く状況 自然災害の激甚化

出典：美しい“ふじのくに”インフラビジョン（2022年３月）　

本県における短時間強雨発生回数は、18年間比較で、約1.3倍に増加。
近年10年間の土砂災害発生件数は、年間平均約50件。

【台風15号豪雨災害被災（R4年9月）】　

５　地域公共交通を取り巻く状況　大規模災害

34

南海トラフ巨大地震が発生すると、県内各地に甚大な被害をもたらすと想定され、
県・市町一体となって広範な地震・津波対策に取組んでいる。

出典：美しい“ふじのくに”インフラビジョン（2022年３月）　



35

５　地域公共交通を取り巻く状況　行動変容
新型コロナウイルス感染症は、テレワークの推進や時差出勤導入など、人々の行動
変容やライフスタイルの変化を促した。

出典：新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（R4.7月、内閣府）

出典：交通政策白書（国土交通省）

36

５　地域公共交通を取り巻く状況 脱炭素社会への意識
運輸部門における二酸化炭素排出量は、全体の17.7％を占めている。本県でも脱炭
素につながる公共交通利用への県民意識は高まっている。

公共交通利用を促進することが
脱炭素につながる。

出典：2020年インターネットモニターアンケート(静岡県)
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５　地域公共交通を取り巻く状況　旅行意欲の高まり

新型コロナウイルス感染症の影響で観光客は大幅に落ち込んだが、ポストコロナに
向けて、旅行への意欲は高まっている。　

出典：新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（R4.7月、内閣府）

これまで以上に
旅行に行きたい人

38

５ 地域公共交通を取り巻く状況 旅行観光への意識変化
新型コロナウイルス感染症により、旅行先の感染予防対策の確認や、人が密集して
いない観光地の需要が高まり、大人数旅行を控えたいなど、旅行や観光に対する
ニーズや意識は変化している。　


